	鍛工品製造業


海外現地生産の進展、輸出向け産業機械・土木建設機械用部品の受注低迷などにより、全国的には27年は対前年比減となったが、28年後半からやや持ち直してきている。しかし、回復の力強さはあまり感じられておらず、今後の見通しについても28年よりは良いとする業者でも大幅な回復は期待薄とみている。
業界概要　

　鉄等の金属素材を打撃・加圧して、素材の内部組織を緻密化、均質化、強靭化し、所定の寸法形状に成形加工する製法を鍛造と言う。そして鍛造で作られる鍛工品は、強い圧力や衝撃のかかる軸類等の機械部品に使用されている。
鍛造は、素材の金属を加工時に加熱するか否かで熱間鍛造と冷間鍛造に分類される。熱間鍛造は炉で加熱後、加工する製法で、冷間鍛造は常温のまま加工する製法である。28年の生産量（重量ベース）では、全体の95.1％を熱間鍛造が占める（経済産業省『生産動態統計』従業者４人以上の事業所）。
　さらに加工法により、型鍛造、自由鍛造、ロール鍛造（リングロール）に分類できる。型鍛造は上下一組の金型内に素材を入れて圧縮加工するもので、寸法精度の高い製品を効率良く製造できる。自由鍛造は上下の金敷間で各種冶具・工具を用いて、局部を打撃・加圧するもので、大型品や多品種小ロット品の製造に適する。ロール鍛造（リングロール）は複数のロールの間でリング状の半製品を成形していくもので、特殊形状の加工に適する。28年の鉄系の熱間鍛造品の生産量における型鍛造品、自由鍛造品、ロール鍛造品の占める割合は重量ベースで84.0％、5.1％、10.9％であり、型鍛造品の占める割合が大きい（経済産業省『生産動態統計』従業者４人以上の事業所）。

　大阪の地位
　26年における大阪府内の鍛工品製造業の事業所数は54、従業者数は871人、製造品出荷額等は236億8,444万円で、対全国比はそれぞれ16.3％、6.8％、5.4％である（大阪府『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者４人以上の事業所）。
28年の鍛工品の用途別生産量の割合を全国でみると、重量ベースで自動車用が全体の約４分の３を占めている（経済産業省『生産動態統計』従業者４人以上の事業所）が、近畿地域では自動車用の割合が最も高いものの、建設機械、農業機械などの産業機械・土木建設機械用の割合も高い。近畿圏に本社を置く企業を中心に構成される近畿鍛工品事業協同組合の加盟企業（41社）の用途別生産量（重量ベース）の割合をみると、28年において、自動車用は42.8％にとどまり、産業機械・土木建設機械用が32.4％、輸送機械用1.1％、その他用23.6％となっており、自動車以外にも幅広い用途向けに生産が行われている。
鍛工品を産出する事業所数でみると、26年に大阪府は全国第１位であるが、出荷金額では第１位の愛知県が対全国比23.1％で突出しており、大阪府は滋賀県、兵庫県をも下回り、4.2％にとどまっている（経済産業省『工業統計表（品目編）』従業者４人以上の事業所）。

27年後半から持ち直しも、回復感は弱い
　リーマン・ショック（20年９月）による景気後退の影響で、21年の生産量は大きく落ち込んだが、22年に回復した後は、全国ではほぼ横ばいで推移してきた。しかし、27年には重量ベースで対前年比4.6％減となった。この減少は、中国、ロシアなどへの輸出向け土木・建設機械用が大きく減少した要因が大きい。
前述のように、土木・建設機械向けの多い近畿鍛工品事業協同組合のデータでは、同機械向けは27年２月から対前年同月比マイナスが続いていたが、28年８月に18か月ぶりにプラスとなった。しかし、景気回復に力強さは感じられないとする企業が多い。
ある企業は、東南アジア向けの農業機械の輸出が止まり、需要が伸び悩んでいたが、28年夏以降回復基調にあり、28年の生産は対前年増となった。その要因は、中国向け建設機械部品など輸出用の需要が回復してきたことにある。しかし、国内向けの需要は依然落ち込んでおり、回復感は弱い。

別のある企業では、28年後半に下げ止まりはしたものの、建設機械用の受注は止まったままであるなど、景気上向きの実感はなく、受注量の落ち込みが止まっただけの感じという。同社では、自由鍛造の受注が、船舶関係などの大型部品の受注減により、リーマンショック前の時期に比べて10分の１にまで減少している。そのため、自由鍛造の機械が週に数日しか稼動しておらず、こうして稼働率が低くなるとかえって炉などの痛みが激しくなり、メンテナンスの負荷が大きくなっているという。さらに、型鍛造の小型部品は、得意先が在庫削減を進めているため、短納期化が進んでいる。
また、自動車部品がメインである企業は北米向け、中国向けが増えて、忙しくなってきている。しかし、自動車でも、乗用車用は改善しているが、トラック用は改善がみられない状況である。

鋼材やガスのコストは上昇傾向

　製造コストの半分程度を占めると言われる原材料については、素材である鋼材の価格が27年秋から上昇傾向にある。また、エネルギーコストのうち、ガス代も27年末から上昇傾向にあり、ある企業では27年11月から28年2月にかけて14％上がったという。得意先からの値下げ要求もある中で、受注量が伸びず、こうしたコスト上昇分が製品価格に転嫁できなければ、収益性の悪化は避けられない。

　もうひとつのエネルギーコストの電気代は、電力自由化に伴い、電力購入の契約先を替えることにより、８％ほどの抑制につなげた企業もみられる。

　取引条件などには特に変化なし
　取引条件面では、売掛金の回収期間や受取手形のサイトなどには変化がなく、資金繰り面については変わらないとする企業が多い。
　設備投資は生産能力維持・省エネ対応が中心
設備投資は生産能力維持のための更新にとどめているが、炉のバーナーを省エネタイプに替えるなど、省エネに積極的に取り組む企業が多い。

また、ある企業では、ここ数年、ものづくりや省エネ関係の補助金を活用して設備投資を行い、生産効率やエネルギー効率を向上させたという。
高まる人材の確保・育成の重要性
採用は退職者の補充程度にとどめている企業が多いが、採用が難しくなってきており、若手の求人をしても、応募が少ないという企業もある。

鍛造は最新鋭の機械を導入すれば、すぐに生産性が上がるものではなく、機械を使いこなす人材の果たす役割が大きい。このため、辛抱強く人材を育成していくことが重要となっている。ある企業では、機械があってもそれをきちんと使いこなせる人材が不足しているため、仕事の引合いが来ても断わらざるをえない状況であり、育成が急務となっている。
こうした中で近畿鍛工品事業協同組合では、中堅の現場のリーダークラスを対象とした「鍛造技術者のための即戦力講座」や設備保全の研修会を開講するなどして、企業の人材育成を支援している。
今後の見通し
ある企業では、29年の生産量は28年より微増と予想している。しかし、海外の現地生産化の進展などから、大きな伸びは見込めないとしている。こうした中で同社は仕入先や販売先の見直しを進めつつ、身の丈にあった利益を出すよう努めている。

29年４月から30年３月までの生産計画について「最低でも微増」と見込む企業がある一方で、別のある企業では、現在東京オリンピックの関係の建築用金物や、設備に取り付けられた部品の交換用の補用品の受注は出てきているものの、量は少なく、景気回復の勢いが感じられず、今後も楽観できないとみている。
こうした中で、需要が増えてきており、今後量産化が進めば、切削部品の鍛工品化も考えられるロボットのメーカーからの受注を期待する企業もみられる。
（須永　努）

表１　主要府県別の鍛工品産出事業所数と出荷金額
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茨城県 12 4.1 25,938 5.3

群馬県 8 2.7 43,269 8.8

新潟県 24 8.2 32,545 6.7

岐阜県 6 2.1 42,381 8.7

愛知県 39 13.4 112,788 23.1

滋賀県 5 1.7 37,883 7.7

大阪府 46 15.8 20,406 4.2

兵庫県 26 8.9 36,642 7.5

全　国 292 100.0 488,922 100.0

産出事業所数 出荷金額


資料：経済産業省『平成26年工業統計表（品目編）』より作成
（注）従業者4人以上の事業所。

表２　鍛工品生産高の推移（全国）
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平成24年 2,182,584 -0.2 566,391 -1.5

平成25年 2,206,333 1.1 566,454 0.0

平成26年 2,244,939 1.7 584,141 3.1

平成27年 2,142,523 -4.6 576,883 -1.2

平成28年 2,214,426 3.4 584,801 1.4

平成28年１～３月 544,091 0.9 143,109 -1.4

４～６月 538,686 2.8 142,429 0.4

７～９月 549,533 3.9 145,726 2.2

10～12月 582,116 5.8 153,538 4.3

７月 188,993 -1.1 51,497 -2.5

８月 164,321 8.5 41,176 6.1

９月 196,219 5.3 49,918 3.8

１０月 194,985 3.3 50,641 1.2

１１月 200,721 7.1 49,892 6.2

１２月 186,410 7.1 46,731 5.6

平成29年1月 176,477 4.1 46,994 5.2

重量

（トン）

金額

（百万円）


資料：経済産業省『生産動態統計年報　鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計編』『生産動態統計月報』
（注）従業者20人以上の事業所。
※鍛工品製造業の前回の調査時期は、平成24年10～12月期
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